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コマツIR-DAY2020
事業説明会及びESG説明会

コマツの環境活動

2020年12月16日
コマツ 環境管理部長

出浦淑枝
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■中期経営計画

■TCFD枠組みに沿った取り組み

-ガバナンス
-リスク管理
-戦略
シナリオにもとづくリスクと機会、対応戦略

-指標と目標

本日の話題



3コマツの中期経営計画

DJSI:米国S&Pダウ・ジョーンズ社とスイスのロベコ・サム社とが提携して開発した社会的責任投資(SRI)指標
CDP:環境情報開示システムを提供する国際的な非営利団体。気候変動や水のセキュリティ対応について企業に質問を送り、

その回答内容に基づきAからD-のスコアで評価される。



4TCFD(ガバナンス）



5TCFD(リスク管理）



6TCFD(戦略）



7TCFD(戦略）



8坑内掘り(ハードロック）の成長戦略
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リマン（Remanufacturingの略語)事業では、定期交換で回収されたｴﾝｼﾞﾝ・トランスミッショ
ンなどのコンポーネントを再生し、新品同様によみがえらせて再び市場に提供。

リマンビジネスによる資源有効利用推進



10

コマツは循環型林業に貢献し、CO2吸収に寄与するため、植林・造林、育林、伐採のあらゆ
る工程の機械化を進めています。

循環型林業によるCO2吸収への貢献
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ドローンの撮影データから
３D画像を作成。
画像をもとに、本数、直
径、材積を自動計算。
伐採前の森林資源調査
の効率化が可能。

ICTハーベスタを用いた造材・仕
分け作業で、作業工数の削減が
可能。

• 造材・搬出のデータを活用
するアプリ開発にも注力。

• 将来的には、木材市場や
木材需要家の情報を林業
事業者と共有し、事業運
営の効率化に貢献。

木材市場
木材需要家

<将来>
ICTを活用したスマート林業への取り組み

スマート林業
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森林再生プロジェクト
・北米：2019年4月から3年間で約4km2の鉱山跡地を回復させるプロジェクトへ参加。

鉱山跡地再緑化を専門とするNPO法人グリーン・フォレスト・ワーク（GFW）
とのパートナーシップの下、米国農務省および森林局の支援を得ながら実施中。
締め固められた鉱山跡地を、まずはコマツの重機で掘り起こし、植物が生えるようにするところから開始。
2019年は0.4km2に5万本の植林を実施。

・オーストラリア：資源大手アングロ・アメリカン、コマツオーストラリア、コマツマイニングの3社による植林プロジェ
クト。2020年3月のキックオフイベントでは、3社の社員、先住民族の方々、小学生など120名が参
加し、1日で4000本を植樹。

・アメリカ：植物の生えない
鉱山跡地（2009）

世界で進む植林プロジェクト

・まずは、コマツの油圧ショベルで堅く
締った地面を掘り起こす

GFWが植林を進めた同じ
跡地（2017）

露天掘り鉱山跡地を植物の生える土地へ変え、森林として回復させるプロジェクト実施中
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【インドネシアでのフタバガキ科の植林】
1)ﾌﾀﾊﾞガキ科は東南ｱｼﾞｱ熱帯林を構成する生態学的に重要な樹種であるが、ﾗﾜﾝ材として伐採の
対象となってきた

2)熱帯林が減少するが、苗木の生産が困難で、植林が行われておらず、熱帯林再生の課題
3)コマツは1993年からｲﾝﾄﾞﾈｼｱ林業省森林研究所と共同で、種子に頼らない挿し木法でのﾌﾀﾊﾞ
ｶﾞｷ科の苗木生産の技術開発に取り組み、苗木の大量生産に成功

4)この技術を使って生産した苗木により、ｼﾞｬﾜ島およびｽﾏﾄﾗ島に約20万本の試験植林地を造成し、
ﾌﾀﾊﾞｶﾞｷ科の植林方法検討や成長量解析に貢献

5)現在も、現地法人のKMSIがｲﾝﾄﾞﾈｼｱ林業省と共同で試験植林地として管理を継続

1997年荒廃地へ植林

インドネシアでのフタバガキプロジェクト

2015年苗木の生産技術開発 植林地内管理棟
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農業用ブルドーザーによるV溝直播

高精度に位置情報を解析。
高精度均平化により田植え不要の直播栽培が可能。 インドネシアで働く農業ブルドーザー

石川県と連携協定を結びICT搭載の「農業ブルドーザー」を開発。
インドネシア政府と湿地ブルドーザーを利用した稲作試験を開始。

農業用機械への取り組み

直播の弱点を解消



15TCFD(戦略）

低炭素製品移行リスクへの対応

コマツは電動ミニショベルを市場導入

ミニショベル PC30E-5
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製造コストリスクへの対応 再エネ導入によるCO2削減

タイ工場に導入した
ｿｰﾗｰパネル(2018年）

TCFD(戦略）
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■2030年目標
・製品稼働時CO2 50％削減（2010年比、原単位）
・生産でのCO2 50％削減（ 〃 )
・再エネ電力比率 50％

TCFD(指標と目標）
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・コマツグループの強みであるICTやIoTを活用したソリューションにより、
現場の安全性・生産性の向上と環境負荷低減を実現してきました。
・今後も、社会が要請するESG活動に着実に取り組みます。
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